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概要
本稿では、1990年代後半よりマイクロデータにおける欠損値のﾈlli完に広く適用さ
れるようになったＮＩＭ(Nearest-neighborlmputationMethod）によるﾈlli完の精度の
評価を、フィンランド同家統計局の2002年ビジネスレジスターを用いて行い、その結
果について報告する。
当該ビジネスレジスターの特徴として次の二点が挙げられる。第一点目は、ビジネ
スレジスターを構成する事業所ファイルの事業所レコードには、各事業所の緯度。経
度の情報が含まれており、任意の二つの事業所llKIの地理的距離が計算可能である、と
いう点。第二点|｣は、このビジネスレジスターは事業所ファイル、企業ファイルの二
種類により構成され、事業所レコードと企業レコードには各々識別番号が付与されて
おり、事業所レコードと当該事業所が属する企業の企業レコードとを接続することが
可能である、という点である。第一点'三1の事業所の緯度｡経度情報は、事業所レコード
のある一定の調査項Elについて生じる欠損値をﾈlli完するにあたり、ＮＩＭを過川するた
めに不可欠である。さらに二点目により、禰業所レコードのある一定の調査項目につ
いて生じる欠損値をＮＩＭによりﾈili完する場合、当該事業所と同一の属性を持ち、当該
の調査項目に欠損を生じていないドナーの候ﾈliとしての事業所の範囲を特定するにあ
たり、事業所レコードに含まれる産業分類の情報だけを１１]いる場合、さらに欠損値が
生じている当該事業所が属する企業の売上高階層の'１，[i報を併せて用いる場合、といっ
た、情報量の差による補完の精度の比較が可能となる。
本稿では、フィンランド国家統計局のこうした特長を活かし、シミュレーションの
手法により塩業所の従業者数に擬似的に欠損値を生じさせ、これをＮＩＭにより補完を
試み、その補完により得た値と、欠扱を生じさせる前の値との比較により、補完の精
度を評価した。
本稿における最も重要な結論は、つぎの二点である。第一点目は、ドナーの事業所
の範囲を特定するにあたり、欠損値が生じたE|:「業所に関する情報だけでなく、当該事業
所が属する企業に関する情報も併せて用いると、ネlli完の精度がより向上することが示
される、という点。第二点'二|は、事業所の従業者数の欠損値を補完するにあたり、当該
E|矛業所の従業者階層に関する情報を併川すると、ネili完の精度が飛躍的に向上する、と
いう点である。
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１はじめに
統計調査においては、たとえそれがセンサス調査であっても、ある一定の調査項目につい
て欠損値が生じやすい、という傾向はしばしば経験されるところである。ある調査項目に
欠損値が生じた場合、これを集計する前の個祭の段階でﾈlli完を試みる方法が近年において
縣んに議論され、その方法の有力なものとしてNearest-neighborlmputationMethod(以
下ではＮＩＭとよぶ)が近年注目されている。
本稿では、このＮＩＭにおける補完の精度、およびその補完における追加的な情報が補完
の精度にいかなる効果を及ぼすか、の二点について客観的に評価するために、フィンラン
ド国家統計局の2002年ビジネスレジスターのデータセットを用いて、シミュレーションの
手法による補完に関する数値的な実験を行うことにした。本稿における実験では、主に次
の二点について確認を行った。まず、欠損確率が一様である場合と個体の属性により変わ
る場合の各々において、ネili完の精度はどのように変化するか数値的に調べた。つぎに、ネＩ１ｉ
完に際して追加的に利用可能な情報が、補完の精度にいかなる与える影響を与えるかを数
値的に調べた。
ＮＩＭによる補完の精度を確認するにあたり、本稿の実験で用いるフィンランドの２００２
年ビジネスレジスターのデータセットの特徴として次の二点を指摘しておくべきであろう。
第一点目として、大別して次に述べる二種類のファイルより構成されていることである。
その一つ'三|は、フィンランド国内の事業所ファイル、二つ'二|はフィンランド国内の企業ファ
イルである。前者の事業所データセットに含まれる各事業所レコードには、後者の企業デー
タセットの各企業レコードと接続可能な識別番号が付与されており、これによって各事業
所レコードを当該事業所が属する企業の企業レコードと接続することが可能となっている。
第二点ロとして、前者の事業所ファイルの事業所レコードには、事業所の従業者数や操
業開始年月などの属性の他に、当該事業所の緯度。経度の情報が含まれているので、任意
の二つの事業所間の地理的な距離を知ることができる。ＮＩＭによるﾈlIi完にはこの地理的な
位置情報が欠かせない。
本稿における実験においては、シミュレーションの手法により事業所レコードに含まれ
る従業者数の数値項目に擬似的に欠損値を生じさせ、ＮＩＭにより補完した結果と、当該数
値項目に欠損値を生じさせる前の値との比較により、ネili完の精度に関して客観的な評価が
可能となる。本稿の実験のデザインは主に次の二点である。
第一点目は、擬似的な欠損を与える確率を、事業所の属性とはかかわりなく一様とする
場合、事業所の属性により変化する場合、の二通りを設定したことである。本稿の実験で
は、こうした欠損確率の分布の違いにより補完の精度がどのような影響を受けるのかを評
価した。
第二点目は、欠損値が生じた事業所において観察される属性(欠損値が生じている数値
項目以外の属性)と類似の属性を持つ別の事業所を探すにあたり、観察される属性を、事業
所レコードから得られる情報に限定した場合、事業所レコードだけでなく当該事業所が属
する企業の企業レコードから得られる情報も併せて用いる場合、の二通りを設定したこと
である。すなわち、実験を行うにあたり、事業所レコードと当該事業所が属する企業の企
業レコードを接続データセット、言わば事業所と企業の「名寄せ済みファイル」を後者の
場合のために、事業所ファイルとは別に準備した。本稿における実験では、欠損値をＮＩＭ
により補完する試みにおいて、ある調査項日に欠損値が生じている事業所と同一の産業分
類に属し、当該項目に欠損値が生じていない他の事業所をドナーの候補として特定してい
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る。このとき、欠損値が生じている事業所についてその産業分類以外の属性として、当該
事業所が属している企業の売上高階層がわかれば、この情報を用いてドナーの候補をさら
に限定することができよう。本稿における実験のデザインの第二点目は、事業所レコード
より得られる産業分類の情報のみによりドナーの候ﾈI1iを特定した場合、「名寄せ済みファイ
ル」により産業分類の他に、当該事業所が屑する企業の苑上高階層の情報も併せてドナー
の候#11iを特定した場合、の各々においてﾈIli充を行い、これら両者の場合の補完の精度を比
較することを行った。
本稿の構成は次のとおりである。第２節では、先行研究の概略を述べ、第３節では、本
稿の実験で用いたフィンランド|玉|家統計局のビジネスレジスターのデータの概略について
述べる。第４節では、本稿の実験方法について述べ、第５節では、実験の結果についてそ
の概略を述べる。第６節では結語を述べる。
２先行研究
欠損値の補完は、かねてより統計調査の課題であった。当初は集計表における欠損セル
をﾈili完する方法が主であったが、1970年代ころからマイクロデータが統計の活用において
主流となり始めたとともに、マイクロデータの各レコードに含まれる欠損値の補完が主要
な問題として議論されるようになった。InellcgiandHolt(1976)がマイクロデータの調査
項目の観測値について、整合性の検討(Editing)と異常値や欠損値をﾈili完(Imputing)をコ
ンピュータを用いて行う方法を提示し、以後“Fellegi-HoltMethod'，として知られている。
さらに同時期にRubin（1976）も欠損値についての推測の議論を行っている。Littleand
Rubin(1987;2002)も含め、これらは主に統計的方法を背景としている。その後、Winkler
andChen(2001)では、“Fellegi-HoltMethod'，の展開が示されている。その他に、Rubin
(1987;1996)は単一の欠損値だけでなく、複数の欠損値のセットを|可時にﾈili完する方法につ
いて提示している。すなわち欠損値の個々についてその周辺分布に基づいて補完をするの
ではなく、複数の欠損値のセットのＴｌﾃ後にあるlT1時分布を想定して補完を行うという考え
方である。
一方､Bankier,etaL（1997)の提案によるＮＩＭ(Ncarest-neighborlmputationMethod）
をカナダの国勢調査へ適用し、その後StatisticsCanada(1999;2002)ではその展開を行い、
以後マイクロデータにおけるﾈili完にこのＮＩＭが週Ⅱ]される事例が増えている。Andridge
andLittle(2010)は、以上の補完に関する歴史的展開を踏まえ、補完の方法論に関する包
括的な議論を行っている。
わが国では森。菅(2012)が事業所企業統計をビジネスレジスターと位置づけ、その個票
データを用いて補定の精度をシミュレーションにより検証している。そのシミュレーション
手法の概略をおおよそ次の通りである。まず事業所企業統計調査の本調査である平成18(西
暦2006)年のデータセットにおいて、従業行数の変数についてランダムに擬似的欠損値を
作り出す。つぎに当該欠損値が生じた事業所が(1)既存事業所であるか、あるいは(2)新規
事業所であるかにより、次の二通りの異なるﾈlli定方法を採用している。第１に当該欠損値
が生じた事業所が既存事業所である場合には、過去に行われた平成16(西暦2004)年ある
いは平成13(西暦2001)年調査における同一事業所の観測値をIIjいて補完する。第２に当該
欠損値が生じた事業所が新規事業所である場合には、同じ平成１８年の新規事業所のうち、
欠損値を生じていない事業所における従業者数の地域別。産業別平均値により補完してい
る。以上の方法により補完された従業者数と、実際(擬似的に欠損値とされる前)の従業者
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数の誤差(および誤差率)の分ｲijにより、補完の精度を確認している。なお、欠損確率は、
地域区分。産業区分にかかわりなく一様の場合、都道府県や市町村といった地域区分およ
び産業区分によって変わる場合を試みている。シミュレーションの結果として、筆者は次
の二点を挙げている。第一に、既存事業所の欠損値を過去のデータにより補完する方法は
時系列的なトレンドが急な変化でなければ良好な結果を与えるであろう。第二に、新規事
業所の欠損値を欠損値を生じていない事業所の観測ＩｌｌＬ[でﾈIli完する方法は、事業所の特性に
関する情報(たとえば地域区分、産業区分、資本金などの規模区分)の情報を活)二Ⅱできれば
良好な結果を与えるであろう、としている。
わが国では他に、高橋。伊藤(2013)はjjiIii上高のﾈili完についての検討を行っている。
３フィンランド国家統計局のビジネスレジスター
我々はフィンランド|玉|家統計局から2002年のビジネスレジスター(以下では“FBR2002'，
とよぶ)を有償で譲り受け、これを使う許可を得た。ここでは、FBR2002の概略と本稿で
述べるＮＩＭ(Nearest-neighborlmputationMethod)による補完の実験のために準備され
たデータセットの概略を述べる。
3.1事業所ファイルと企業ファイル
FBR2002は、事柴所ファイルと企業ファイルの二つのファイルより構成されている。前
者の事業所レコードと後者の企業レコードにはユニークな企業ＩＤが付-与され、この企業
ＩＤによってある企業を構成する事業所のレコードを名寄せすることが可能となっている。
表１と表２には各々、事業所レコード、企業レコードに含まれる変数を掲載した。
表LFBR2002の事業所ファイルの事業所(レコード)数と変数
事業所数 2５５１２７
変数
企業ＩＤ
事業所コード
郵便番号
行政区番号
産業分類記号
事業所の従業者数階牌
操業開始年月日
事業所の従業者数
事業所の付置１本標
桁数lllii者
１１１FBR2002の企業レコードとのリンケージに利用可能
１
９
５
３
５
１
８
６
４
１
１
0-4,5-9,10-19,20-49,50-99,100-199,200-の７階層
西暦４桁、Ｈ２桁、日２桁
補完の実験ではこの変数を擬似的に欠損値とした。
前７桁が緯度、後７桁が経度
なお、以上の事業所レコードおよび企業レコードの「従業行数」には欠損値のコードは
見当たらない1゜従って、第４節で述べるﾈili完の実験において、擬似的に「従業者数」に
欠損値が生じたとしてこれを補完した場合、その補完の精度を、欠損を生じさせた当該し
’数値の零(ゼロ）は頻出するが、筆者はこれを「従業者数」の欠損価とはみなしておらず、当該変数の観測
値としてｏの値が得られたと解釈している。これに対し、「LIﾆﾄﾞ業所の位置座標」には座標の値が代入されてい
ないレコードが多数あり、この場合は明らかに欠損値であると判断できる。この点を考慮すると、「従業者数」
に現れるｏの値は欠損値ではなく、ｏという観測値が得られたと理解することが妥当であろう。
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表２:FBR2002の企業ファイルの企業(レコード)数と変数
企業数 220426
桁数 備砦
FBR2002の事業所レコードとのリンケージに利用可
能
変数
企業IＤ 11
行政区番号
産業分類記号
企業の従業者数
企業の従業者数階層
３
５
６
１
０－４，５－９１１０－１９，２０-40,50-99,100-199,200-499ァ500-
999,1000-の９階脾１
９階に１
両暦４桁、ノ１２桁、日２桁
コードの詳細は不明
私有国内,l主|有,地方自治体,オーランド自治州,外国
人,その他,の６区分
コードの詳細は不明
コードの詳細は不明
輸入。輸出の有無の別
売上高階層
事業開始年月日
法律上の組織形態区分
所有形態区分
８
２
１
雇用する者の活動状況区分
付加価値税の状況区分
輸入。輸出の状況区分
１
１
１
コードの「従業者数」の値と、ネili完によって得た値との乖離によって評価することが可能
である。
本稿の第４節で述べる補完の実験では、上述の才「業所ファイルのみを用いた実験の他に、
FBR2002の事業所レコードを、FBR2002の企業ファイルの企業レコードに名寄せをした
レコード(以下では「名寄せ済みレコード」とよび、この名寄せ済みレコードから構成され
るファイルを「名寄せ済みファイル」とよぶ)も用いた実験を行なっている。次項ではこの
名寄せ済みレコード作成と名寄せ結果の概略について述べる。
3.2事業所レコードの企業レコードへの名寄せ
「名寄せ済みレコード」の作製には、表ｌに示した事業所レコードの企業ＩＤと、表２に
示した企業レコードの企業ＩＤとを比較し、両者が完全に一致した場合に、事業所レコード
の企業レコードへの名寄せを行なった。名寄せの結果は非常に良好で、その状況を表３お
よび表４に掲示した。
表３:FBR2002の事業所レコードの企業レコードへの名寄せ状況
事業所レコード数
７６０
254,367
255127
場合
企業レコードに名寄せ（接続）できなかった事業所レコード数
企業レコードに名寄せ（接続）できた事業所レコード数
合計
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表４:FBR2002の企業レコードの事業所レコードへの名寄せ状況
企業
レコード数
４１
２１９，００６
4.445
1244
５０３
２７６
２０８
１２４
６２
７４
５２
３７
４０
２１
１４
２２
１４
１６
１６
９
１４
１２５
３８
２５
226,426
－つの企業レコードに名寄せ
(接続)できた事業所レコード数
０
１
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２
１３
１４
１５
１６
１７
１８
１９
２０
２１－５０
51-100
１０１－
合計
補完の実験の概略４
本稿で述べる補完の実験は、ある事業所レコードの従業者数について擬似的に欠損値が
発生したとして、その欠損値をＮＩＭにより補完し、このﾈ11i亮によって得られた従業者数
の値、および当該レコードに記録された従業者数を真の値とし、両者を比1陵して補完の精
度を評価している。なお、欠損値の発生確率は、事業所の属性にかかわりなく一様に与え
た場合、事業所の産業大分類および従業者階層別に異なる値を与えた場合を設定している。
前者の場合は、一様に１５％,３０％,４５％の３ケースとし、これらを各々「ケース１｣、「ケー
ス2｣、「ケース3」とよぶ。さらに後者の場合は、事業所の産業大分類および従業者数規模
別の欠損確率を表５に示し、これを「ケース４」とよぶ。なお、産業大分類は大文字のアル
ファベット~文字で表され、その意味を表６に示した。
4.1事業所ファイル、および名寄せ済みファイルによる２種類の補完の実験
本稿で述べる補完の実験は、用いたファイルによって２種類の実験に大別することがで
きる。第１番目は、事業所ファイルをⅢいる実験であり、第２番｢|は名寄せ済みファイル
を用いる実験である。ネlli完のためのＮＩＭを用いる場合、欠損価が生じた事業所と類似の
属性を持つ(欠損値が生じていない)事業所を「ドナー」として探す必要があるが、このと
4４
産業大分類別。事業所従業員規模別に設定した欠損確率：産業。規模により異なる
●
⑪
】‐【．”）〈ロ
表
場
事業所従業員規模
１０～1９２０～4９５０～9９100～1９９
０．２５０．１５０．１５００５
０．２５０．１５０．１５０．０５
０．２５０．１５０．１５０．０５
０．１５０．１００．１０００５
０．１５０．１００．１００．０５
０．２００．１００．１００．０５
０．２００．１００－１００．０５
０．２００．１００」００．０５
０．２００．１００１００．０５
０－１５０１００－１００．０５
０．２００．１００．１００．０５
０．１５０．１００．１０００５
０．２００．１００１００．０５
０．２５０．１５０．１５００５
０．２５０．１５０．１５００５
０１５０１００．１００．０５
の事業所は件数ゼロなので表示を省略。
産業
分類Ｏ～４５～９
Ａ０．３００．２５
Ｂ０．３０O２５
ＣＯ３００２５
，０．１５０．１５
Ｅ0．１５０．１５
Ｆ０．３０O２５
ＧＯ３００－２５
Ｈ０．３００．２５
１０．３００．２５
Ｊ０－１５０１５
Ｋ０．３００２５
Ｌ０．１５０．１５
Ｍ０．３００．２５
Ｎ０．３００．２５
００．３００．２５
Ｘ０．１５０．１５
注)産業分類''P'',"Ｑ'，
200～
０．０５
０．０５
０．０５
０．０５
００５
０．０５
０．０５
０．０５
００５
０．０５
０．０５
０．０５
０．０５
０．０５
０．０５
００５
表６：産業大分類コードと大分類産業部門名
類對
Ａ
Ｂ
Ｏ
Ｄ
Ｅ
Ｆ
Ｇ
産
大分類の産業部｢１１１名
，'Agricultllro，huntingandforestry，，
Fishing
Miningandquarrying
Manufacturing
j，Electricity，gasandwatersupply，，
Constrllction
))Wholesaleandrctailtradeラ１.epairofmotorvehicles，nlotorcy-
clesandpersollalandllouseholdgoods'，
IIotelsandrestaurants
，'TTansport，storageandcommunication'，
FiTnT1cialiniJermediation
jjRealestate）rentingandbusinossactivities，，
Publicadministrationanddefbnceicompulsorysocialsecurity
Educajtion
Healthandsocialwork
，'Othercommunity,socialandpersonaJserviceactivities，，
PrivatehouseholdsemployingdomesticstafTandundiHbrenti-
atGdproductiollactivitiesofllouseholdsliol･ownusG
Extra戸territorialorganizationsandbodies
lnd11strvun1mown
Ｈ
Ｉ
Ｊ
Ｋ
Ｌ
Ｍ
Ｎ
Ｏ
Ｐ
Ｏ
）
Ｘ
4５
き事業所の属性に関する情報量が、第１番||の事業所ファイルを11jいる実験(この実験を
以後は「実験1」とよぶ)と、第２番|｣の名寄せ済みファイルを用いる実験(これを以後は
｢実験2」とよぶ)では異なり、一般に実験２のほうが前者に比べ情報量が多くなる。具体
的には、前者の事業所ファイルを用いる実験では、事業所の産業分類や事業所の位置座標
といった特定の事業所に固有の情報のみが得られるに過ぎないが、名寄せ済みファイルを
用いる実験２では、事業所に'1'[|有の情報に加えて、当該事業所が属する企業全体の売上高
階層などの情報も利用可能となる。これら二つの実験のｌＩ的は、事業所に関する属性の情
報の追加による補完の精度の向上を確認することであり、事業所ファイルによる実験１に
おけるよりも、より豊嵩な情報を利用可能な名寄せ済みファイルを１１]いる実験２において
いっそう高い補完の精度が期待される。
ネili完の精度は、本稿のこの節(第４１節)に以下に述べる実験手続きの詳細の第８項から
第11項に示されるように、補完によって得られた従業者数の値、および従業者数の真の値
である当該レコードに記録された従業者数の誤差および誤差率によっている。
以上に述べた補完の実験の手続きの概略は次の通りである。実験１，実験２のいずれに
おいても、まず事業所レコードの一部に従業者数に擬似的な欠損値を生じさせ、従業者数
に欠損値が生じていない一定の他の事業所レコードの集合からＮＩＭにより選び取られた
事業所レコードを「ドナー」とし、当該ドナーの従業者数により欠損値を補完する。実験１
と実験２の違いは、ＮＩＭを適用する「従業行数に欠損値が生じていない他の事業所レコー
ドの集合」（この集合を以後は「ドナーの候ﾈIli集合」とよぶ)の違いである。ただし、いず
れの実験においても、ドナーの候補集合に含まれる鱒業所レコードは、欠損値が生じてい
る事業所レコードと同一の産業大分類に属する事業所のそれ(の全部あるいは－部)に限ら
れ、この集合から、表１中の「事業所の位置座標」を１１Jいて直線距離で最も近い事業所を
｢ドナー」として選び取る。以下に実験の手続きをより詳細に述べる。
Ｌ事業所ファイル、あるいは名寄:せ済みファイルにおける、事業所の「従業昔数」に欠
損値を生じさせる確率を定める。欠損確率の定め方は、大別して二通りとし、まず事
業所の属性にかかわらず￣様に15％(ケース1)、３０％(ケース2)、４５％(ケース3)とし
た場合と、つぎに表５に従って事業所の産業大分類別と従業者階層別に欠損確率が変
化する場合(ケース4)を設定する。
ただし、（ケース4)における全産業および全従業者階層の平均的欠損比率は、（ケース
２)の30％にほぼ近い水準の、おおよそ２７％となるように設定してある。この点は表
７および表８の左上にある産業計。従業者数規模計の「欠損比率平均」の欄を参照さ
れたい。なお、前菅は実験１の(ケース4)における欠損比率の実績、後者は実験２の
それを示す。
以下ではこの(ケースl)から(ケース4)の穂類の別を、添え字Ａ(ルー１，…,4)で示
す２．
２以下の３から９までの手続きを、１１Lllの試行として１，OOOlul繰り返す。各試行には’
（j＝１，…,1000)の番号３を付与する。
3．あらかじめ与えた上述の欠損確率に従い、試行ｉにおいて事業所ファイル、あるいは名
寄せ済みファイルにおける先頭レコードから末尾レコードまでの間で、事業所の「従
業者数」に、擬似的に欠損値を生じさせる。この擬似的な欠損値が生じた事業所(以
２ケースの種類の別を示すACの添え字は、Ｋｉｎｄｏｆａｃａｓｅの先頭の文字より採用した。
３試行の番号?iはIterationの先頭の文字より採川した。
4６
後は便宜的に「欠損事業所」とよぶ4）に先頭から番号ｊ(ノー１，…,恥)を付与する。
ただし、Ｊ;ｉＡの他は、試行ｔごとにも異なる場合があるだけでなく、一般に上記１の
（ケース1)から(ケース4)によっても変化する。
４.事業所の従業打数が欠損となった欠損事業所ｊに対応し、ドナーの候補集合として、
従業者数が欠損している事業所と類似の属性を持ち、かつ欠損値が発生していない事
業所(レコード)の範囲を特定する。ただし、本稿における実験では、ドナーの候補集
合は、事業所ファイル、名寄せ済みファイルのいずれを用いるかにより、次に述べる
通りに二通りのものを設定した。
事業所ﾌｧｲﾙを用いた実験'における「ﾄﾞﾅｰの候補集合D)M｣:試行ｉのケース
ハにおいて、従業者数について欠損値が発生している第ｊ番11の欠損事業所と同
一の産業大分類に属する事業所のうち、従業者数について欠損を生じていないも
の｡以下では実験'におけるﾄﾞﾅｰの候補集合を｢D)M｣と記す。
名寄せ済みﾌｧｲﾙを用いた実験2における「ﾄﾞﾅｰの候補集合蝋｣:試行ｉのケー
スルにおいて、従業者数について欠損価が発生している第ｊ番目の欠損事業所と
同一の産業大分類に属する事業所で、かつ当該事業所の企業の売上高階層と同一
の売上高階層にある企業に名寄せされた事業所のうち、従業者数について欠損を
生じていないもの｡以下では実験2におけるﾄﾞﾅｰの候補集合を｢D息｣と記す。
５ドナーの候補集合から、擬似的に欠損llL〔を生じた事業所の位置座標から直線距離にし
て最も近い事業所のレコードをドナーとして選び出し、その事業所の従業員数によっ
て、欠損値を補完する。併せてドナーとして選び出された事業所について、ドナーと
なった回数を記録する。
６.上の手続きによってすでにドナーとなった回数が５回に達している事業所があれば、そ
の事業所はドナーの候補集合から除外し、上記５の手続きによりドナーを選び出す。
７．ドナーとして選ばれた事業所の従業者数を、従業者数の欠損価のﾈili完に用いる。
８上の４において従業者数が擬似的に欠損値とされた事業所で報告されている本来の従
業者数と、上の７で得られた補完値との誤差および誤差率を,汁算する。
９事業所ファイル、あるいは名寄せ済みファイルにおいて、擬似的に従業者数が欠損値
とされたすべての事業所について上の４から８の手続きを終えたら、これをl11ilの試
行として、この１回の試行において欠損値が生じたすべての事業所について計算した
補完値の誤差および誤差率の平均値や標準偏差などの基本的統計量を記録する。
１０上の３に戻り、新たに事業所ファイル、あるいは名寄せ済みファイルにおける先頭レ
コードから末尾レコードまでの間で、事業所の「従業者数」に、新たに擬似的に欠損
値を生じさせ、以上の試行を１，０００''二11繰り返す。ただし、毎回の試行ｉごとに、ドナー
の候補集合D胤およびD)別に含まれるすべての事業所について､ﾄﾞﾅｰとなった同
数をすべてゼロに戻してから毎Imilの試行ｉを開始する。
１１．１，０００|可の試行をすべて終えたら、上の９で計算された各試行におけるﾈIli兎の誤差およ
び誤差率の平均値や標準偏差などの基本的統計量について、１，０００'''１の試行全体にわた
る平均値を計算し、実験１および実験２の各々におけるケース１からケース４につい
て補完の精度を相互に比較する。
４「欠損事業所」とは、当該事業所のレコードはJJi:業所ファイル中に存在するが、当該事業所のレコードに
おける従業者数が欠損値となっている場合を示すのであって、当該事業所の捕捉それ'1体にはl1Llfl題がない点に
注意されたい。
4７
以上を要約すると、２種の実験はつぎのように示されよう。
実験’：ドナーを事業所ファイルに含まれる、liIl-産業のレコードから構成される「ドナー
の候補集合D)M」(試行jのケースルにおいて､ｊ番に,の欠損事業所と同_の産業
大分類に属する事業所のうち、従業者数について欠損を生じていないもの)から採)=Ⅱ
して補完する1,000,,1,の試行
実験２：ドナーを名寄せ済みファイルに含まれる、同一産業かつＩｉ１－売上高階層のレコー
ドから構成される「ﾄﾞﾅｰの候補集合D側」(試行iのｹｰｽ臆において､第j番
Ｆｌの欠損事業所と同一の産業大分類に属する事業所で、かつ当該事業所の企業の売上
高階層と同一の売上高階層にある企業に名寄せされた事業所のうち、従業肴数につい
て欠損を生じていないもの）から採用してﾈ'ｌｉ完する1,000回の試行
なお、次節５では、これら実験１，実験２の「拡張」として、上記の、事業所の産業大
分類別と従業者階層別に欠損確率が変化する(ケース4)の場合についてのみ、別途実験を
行った結果も併せて報告する。実験１，実験２の拡張では、（ケース4)の各々のドナーの候
補集合QMAD)乳の部分集合＄として､ﾄﾞﾅｰの候柵i集合に含まれる事業所について､試
行ｉにおける欠損事業所ｊの従業者数階層と同一の従業者数階層に属するものに限定した
ﾄﾞﾅｰの候補集合D鰐),D鰯)よりﾄﾞﾅｰを選ぶ実験を行った｡これらの｢拡張｣として
行った実験を以後は、各々「実験1E｣、「実験2E」６とよぶ。いま、試行ｉにおける欠損
事業所ｊについて、この事業所の従業者数規模と|｢リーの事業所の集合を、実験ｌＥで用い
る事業所ﾌｧｲﾙにおいてはq)M、実験２回で用いる名寄せ済みﾌｧｲﾙにおいてはo)２
としよう７゜これらの集合を用いれば、実験1E、実験2Ｅは、つぎのように示されよう。
実験、：ﾄﾞﾅｰの候補集合をD鰯)＝D)MnqMlとしてﾈ''１完する1,000回の試行
実験2Ｅ：ﾄﾞﾅｰの候ﾈili集合をD)深)＝D鮒OI2として補完する1,000回の試行
５実験結果
この節では、実験結果を大別して次の二つの視点から比較検討する。
まず前節で述べた第ｉ試行における、欠損値を生じている事業所ｊの補完のためのﾄﾞ
ﾅｰの候補集合を､ＤＩＭとした場合(実験1)と､Ｄ)iMとした場合(実験2)の各々の実験
結果を、欠損確率が産業分類。従業者数規模にかかわらず一様であるが、欠損確率の水準
が１５％,３０％,４５％と変化する場合である(ケース1)から(ケース3)の場合、さらに欠損
確率が産業大分類別および従業者数規模別に異なる(ケース4)の場合について示す。すな
わち、ドナーの候補集合の設定の方法は(ケース1)から(ケース4)共通であるが、欠損確
率の違いが補完の精度に与える影響をこれらの結果の比較により示すことがこれら実験の
趣旨である。
つぎに、（ケース4)の場合に限定して、これら実験の拡張として行った「実験1E」と「実
験2E」の結果を、「実験l」と「実験2」の(ケース4)における結果と比較する。この比較
により、従業者数規模の情報の有無が補完の精度に与える影響を示すことができよう。
s右下添え字の４は、欠損確率が(ケース４)の場合に限定されている、すなわちルー４であることを示す｡
Oこれらの実験の名前に付した“E”の文字は、従業者数階層であるEmployeeClass,あるいは実験の「拡
張」を意味するExtentionの最初の文字より採川した。
７この集合の文字Ｏは、ClassofEmployccの最初の文字より採１１Iした。
4８
なお、「実験1E」および「実験2E」の第ｉ番｢|の各々の試行において、擬似的に欠損
値が発生している事業所の集合(以後はこの集合を便1J[的に「欠損事業所集合」とよぶ)を
各々Ｍ１|(1画),Ｍ;(f囮)とし８，さらに(ｹｰｽ4)の下で｢実験'｣および｢実験2｣の第i番
に|の各々の試行における｢欠損事業所集合｣を各々M|(f),ＭＨ)とする。このとき
Ｍｌｆ)＝lMqIfE)，（j＝1,…,1000）
ＭＨ)＝ＭＨ囮)，（i＝1,…,'000）
となるように実験が統御されているので、実験１と実験ｌＥの各々の補完の精度の間の差
異は､純粋に｢ﾄﾞﾅｰの候補集合｣D)M,DMF)(一般にD)2コD)研)であるが､ほぼ1の
確率でD)2．ＱＩＩｆ)が成り立つ)の差異に帰することができ､|可様に実験2と実験2Eの
各々の補完の精度の間の差異はいずれも､純粋に「ﾄﾞﾅｰの候ﾈi'i集合｣蝋,Q艀)(一般
にD)ヨヨD鰐)で､ほぼ1の確率で､)渉D鰯)である)の差異に帰することができる。
さらに、ほぼ確率１で
Ｅ
Ｅ
峨
峨
ユ
ナ
ユ
ナ
噸
岻 (i≠'’'’２＝1,…,loOo）
(j≠(,４２＝1,…,１０００）
が成立する。
なお、（ケース4)の下での実験１，実験ｌＥの欠損比率の実績は、表７に、同じく（ケー
ス4)の下での実験２，実験2Ｅの欠損比率の実績は、表８に示した。
5.1実験1(E)と実験２(E)の結果
実験１と実験２，および実験1Ｅと実験2Ｅの結果の概略を表９に示した。ここでは主に
この表から読み取れる実験結果について考察する。
実験１および実験２のケース１からケース４の比較：注目すべき結果は次の二点であろう。
まず第一点ロとして、欠損確率が事業所の産業分類や従業者数規模にかかわらず一様
であれば、ケース１からケース３にかけての欠損確率の水準の変化は、誤差および誤
差率に対して大きな影響を与えない、という点である。ケース１からケース３は欠損
確率が事業所の産業大分類や従業者数規模にかかわらず一定であるが、これらケース
１からケース３にかけては欠損確率が３倍に増加している。このようなケースｌから
ケース３の結果を比較すると、興味深いことに、各試行における誤差あるいは誤差率
の平均値ならびに標準偏差の1,000''1の試行全体にわたる平均および標準偏差は大
きく変化していないことがわかる。
第二点目として、欠損確率が事業所の産業分類や従業者数規模に応じて変化するケー
ス４の場合、表７や表８に示すように、産業計および従業者規模計の平均的な欠損率
が０２６８と、ケース２のそれよりもやや小さくても、誤差の絶対値が、欠損率が一
様である場合に比べて有意に大きくなる、という点である。ケースｌからケース３の
８「欠損事業所集合」を示すこれらの右下添え字の１番１１は、試行ｉにおける欠損事業所集合であることを
示す。同様に右下添え字の２番I]は、欠損値の発生確率が(ケース4)である条件の下における欠損事業所集合
であることを示す。この２番１１の添え字が４であるのは、実験1Ｅおよび実験2Ｅが(ケース4)の場合におい
てのみ行われているからである。
4９
表７:事業所ファイルを用いる「実験１の(ケース4)」における産業大分類別。事業所従業
員規模別の欠損比率の実績
産業辮業所従業員規模
分類統計量一規模計Ｏ～４５～９１０～１９２０～４９５０～９９
標本サイズ、20825917261518196９３２３５３５９１５９８
産業,汁欠損比率平均０２６８０２８４０２３４０１９３0.1030.103
標本サイズ、５８５８４９９９５３４２４１５９２０
Ａ欠損比率平均0292０３０００２５００２５１0.1500.150
同標準偏差－０００６００１９００２８００４８００８０
標本サイズ４０５３８７１６１１O
Ｂ欠損比率平均0298０３０００２４８０２５８0170Ｎ/Ａ
ｌ可標準(|iii差－００２３０１０６０４３８０３７６Ｎ/Ａ
標本サイズ、８０９６８８７１２４１９３
Ｃ欠損比率平均0288０２９９０．２５２０２４７０１５００１４３
同標準偏差－００１７００５２００８５００８１０２０７
標本サイズ、2145015292２２３０１６００１２７１５６３
，欠損比率平均０１４３０１５００１５００」5００１００0.100
１司標準偏差－０．００３０００７０．００９０００８００１２
標本サイズ７６２５５１６１６８４７２６
Ｅ欠損比率平均0.14401500.1500.151００９９0.102
同標準偏差－００１５００４５００４３００４２００５９
標本サイズ、2621321697２３８５１２４４６５４１４６
Ｆ欠損比率平均０２８４０．３０００２５０0.2000.1000.100
同標準偏差－０００３０００９００１２0-0120.025
標本サイズ、4590736859５１８５２３４７１１４２２５９
Ｇ欠損比率平均０２８２０３０００２５００２００ｑ１０００．０９９
同標準偏差－０．００２０．００６０．００８０．００９００１９
標本サイズ、９８７８７６６７１３６８５６７２２７３５
Ⅱ欠損比率平均０２８２03000.250０２０００１０００１０３
同標準偏差－０．００５００１２００１７００２０００５２
標本サイズ、2106117756１６５８８３４５０４１５１
１欠損比率平均０２８４０３０００２５００２０００１００OlO2
同標準偏差－０００３００１０００１４００１４００２４
標本サイズ、４１２８２７９２６１７４０１２０４６０
Ｊ欠損比率平均0.1460.1500.1500.150０１０１0.099
同標準偏差－０００６００１４００１７０．０２１００３９
標本サイズ4108535450２７４９１４８１９５８２６３
Ｋ欠損比率平均０２８６０３０００２５００２００0.1000.101
同標準偏差－０００２０００８００１０００１０００１８
標本サイズ、３６１９４３３O
Ｌ欠損比率平均０１２７０１５００１４６０１６２００９３Ｎ/Ａ
ｌ可標準偏差－００８００１８１０２１００１６６Ｎ/Ａ
標本サイズ１６６４１４４８１０３３９４４２５
Ｍ欠損比率平均０２８５０３０００２４８０１９６００９７００９８
同標準偏差－００１２００４４００６２００４５００６０
標本サイズ1319412117７１４２４６９２１９
Ｎ欠損比率平均０２９５０．３０００２５００２５０0.149０１４７
同標準偏差－０００４００１６００２７００３８００８１
標本サイズ1579514879５０１２２７１３４２８
０欠損比率平均０２９６０３０００２５１０２４８０１４９０１４９
同標準偏差－０００４０．０１９００３１００３２００７０
標本サイズ、１４１４００O０
Ｘ欠損比率平均０１５２０１５２Ｎ/ＡＮ/ＡＮ/ＡＮ/Ａ
同標準偏差－００９７Ｎ/ＡＮ/ＡＮ/ＡＮ/Ａ
注1)産業分類''P","Ｑ''の事業所は件数ゼロなので表示を行'１１：。
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注2)産業計。規模計においては欠損比率の標準(|iii差の表示を行略。
注3)表中の”Ｎ/A”は標本サイズがゼロのため計算できないことを示す。
注4）「実験1」では事業所の緯度。経度が欠損しているレコードを除外してあるので、産業計。規模計の標本サ
イズ208,259は表３のレコード数合計255,127よりも除外した分だけ小さい。
５０
表８:名寄せ済みファイルを用いる「実験２の(ケース4)」における産業大分類別。事業所
従業員規模別の欠損比率の実績
鴬|艤,量規模計。~４‘－，ｍ~１，，０－姻訓~９，
事業所従業員規模
標本サイズ20771817219518124９２９１５３４６１５９５
産業計欠損比率平均02680.2840.234０１９３０１０３０１０２
標本サイズ、５８３７４９８１５３３２３９５９２０
Ａ欠損比率平均0.291０．３０００２５００２５００１５００１４８
１可標準偏差－０００６０．０１９0.029００４４００７８
標本サイズ，４０５３８７１６１１O
Ｂ欠損比率平均0２９７０３０００２４８０２５５０｣4９Ｎ/Ａ
同標準偏差－００２３０｣０４０４３６０３５６Ｎ/Ａ
標本サイズ８０９６８８７１２４１９３
０欠損比率平均０２８８０．３０００２５０0-247０１４８0.161
同標準偏差－００１７０．０５１０．０８８０．０８１０２０８
標本サイズ、2138115251２２１３１５９２１２６８５６３
，欠損比率平均０１４３01500.150０１５００１００ＵｌＯＯ
同標準偏差－０００３０００８０００９0.008００１３
標本サイズ、７６２５５１６１６８４７２６
Ｅ欠損比率平均014401500.1490.150０．１０２０１００
同標準偏差－０．０１５００４６００４３００４４００５９
標本サイズ，2620721692２３８４１２４４６５４１４６
Ｆ欠損比率平均０２８４０．３０００２５００２０００１００010」
同標準偏差－０００３０００９００１１００１２０．０２６
標本サイズ､4576736732５１８２２３３９１１４０２５９
Ｇ欠損比率平均０２８２03000.250０２０００１０００１００
同標準偏差－０００２０００６０００８０００９００１８
標本サイズ、９６９５７５３８１３３４５５６２２１３２
１１欠損比率平均０２８２0.3000.251０２０００１０００１０２
同標準偏差－０００５００１３００１７0.021００５４
標本サイズ、2105717753１６５８８３３５０４１５１
１欠損比率平均０２８４０３０００２５１０２０００１０００．０９９
同標準偏差－０００３０．０１１0014００１３０－０２４
標本サイズ、４１２８２７９２６１７４０１２０４６０
Ｊ欠損比率平均０１４６0.1500.150０１５１01000.099
同標準偏差－０００７００１４００１８００２１００３７
標本サイズ、4102235393２７４６１４８０９５６２６３
Ｋ欠損比率平均０２８６０．３０００２５００２００qlOOO-101
１可標準偏差－０００２０００８００１００００９００１９
標本サイズ、３６１９４３３O
Ｌ欠損比率平均0125０１４７０１５５０１４７００９６Ｎ/Ａ
同標準偏差－００８００１８１０２０７０｣7１Ｎ/Ａ
標本サイズ、１６６２１４４６１０３３９４４２５
Ｍ欠損比率平均0285０３０００２５２０J9９０１０１0.102
同標準偏差－０．０１２００４２００６５００４４００５９
標本サイズ、1319112115７１４２４５９２１９
Ｎ欠損比率平均0.295０３０００２５０0.250０１５１0.146
同標準偏差－０００４００１５００２７００３７００８０
標本サイズ、1574514843４８８２２７１３４２８
０欠損比率平均０２９６0.3000.250０２５１０１５００１４９
同標準偏差－０００４００２００．０２９００３１００６７
標本サイズ１４１４００O０
Ｘ欠損比率平均Ｏ｣5００１５０Ｎ/ＡＮ/ＡＮ/ＡＮ/Ａ
同標準偏差－００９７Ｎ/ＡＮ/ＡＮ/ＡＮ/Ａ
注1)産業分類"P'',''Ｑ''の事業所は件数ゼロなので表示を省略。
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欠損比率平均
準偏差
サイズ、
欠損比率平均
|可標準偏差
本サイズ
欠損比率平均
同標準偏差
本サイズ・
欠損比率平均
準偏差
本サイズ゛
欠損比率平均
準偏差
本サイズ、
欠損比率平均
準偏差
本サイズ、
欠損比率平
同標準偏差
注2)産業計。規模計においては欠損比率の標準liii差の表示を省略。
注3)表中の”Ｎ/A”は標本サイズがゼロのため計算できないことを示す。
注4）「実験2」では事業所の緯度。経度が欠損しているレコードを除外してあるので、滝業計。規模計の標本サ
イズ207,718は表４のレコード数合計226,426よりも除外した分だけ小さい。
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表９:実験1(E)と実験2(E)の比較：地理的近接のlil-産業大分類事業所による補完誤差
(率)の記述統計
各試行
における
誤差(率)の
統計鼠
省試行誤差誤差率
おける実験１実験２実験１実験２
ケース誤差(率)の１，OOOlnlの試行全７１軍の1,000厄|の試行全体の１，OOOli〔lZ口試行至T坂の１，０００回の試行全体の
計鼠平均標準偏差平均標準偏差平均標準偏差平均標準偏差
標本サイズ、３１２３８８17.531156.8１８９３０５５４３29.8304806２８．８
ケース１平均値０２６２０８０４-0094０６３９－９６０９1.176－し6610.527
(15％）標準偏差1347977.4081067938488202925860437431567382
標本サイズ、62477629862312.9３１３61109.141.760961.4４０．７
ケース２平均値０２４３０６４０－０１９２0.485－９９７８０８７９－Ｌ757０４３４
(30％）標準偏差137.4395028109370５６４８２１５８６０６４１３７９１０７２５９９５６
標本サイズ、93716337.793467.6３８．６91664347.591438.1４７．９
ケース３平均値0.161０５６９－０２６６0.472-10566０７６１-1.886０３８８
(45％）標準偏差１４０１４３４１９２１１Ｌ99446742242345090410628452380
標本サイズ、5581Ｌ２75.155664.5７３．１54643.778854513.3７６．２
ケース４平均値－２５６１０５３３－１０９２0.345-10241０８３８-1.414０２９６
標準偏差１１２８１１4.69576.771５８１３１９２８０２58.406５６９０８４９８００
実験1Ⅱ実験麺実験1Ⅱ実験２回
標本サイズ、55810675.155648.1７３１５４６４３０789544969７６．２
ケース４平均値0.2920505-01330.335－３８８２０４３７－０６７９０１１８
標準偏差107.7324.74375.4155.438９３１２１３４２３０16.04123.123
注1)表側の「ケースl」から「ケース4」は擬似的に発生させる欠損硴率を示す。「ケース1」から「ケース３
1,OOOlL1lの試行全体の
平均標 差
312388１７－５
0.2620.8 4
134. 977-408
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30554.3２９．８
－９．６０９1.176
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値
準偏差
3１１５６．８
－００９４
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18.9
0.639
8.488
標本サイズ、
値
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62477.6
0.243
137.439
93716.3
０．１６１
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２１５．８６０
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標本サイズ、
平
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93467.6
-0266
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３８．
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標本サイズ、
平
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１１２．８１１
75.1
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4.695
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値
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4743
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９３．１２１
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では産業大分類や従業員数規模にかかわりなく一定の欠損確率とし、これを括弧内に示す。「ケース４」では産
業大分類や従業者数規模により、表５に示すとおりに欠損確率が変化するとした。
注2)表側の「標本サイズ」は各試行における欠損事業所数を示す。
注3)表側の「平均値」は各試行における補完の誤差(率)の平均｛ii`[を示す。たとえば実験１のケース４では、各
試行における誤差の平均Iil:【を、１，０００回の試行全体を通して平均すると-2561、その標準偏差は0.533、同じ
く各試行における誤差率の平均値を、1,000111の試行全体を通して平均すると-10241、その標準偏差は0838
となることを示す。
注4)表側の「標準偏差」は各試行における補完の誤差(率)の標準偏差を示す。たとえば実験ｌのケース４では、
各試行における誤差の標準偏差を、１，０００回の試行全体を通して平均すると112811、その標準偏差は４６９５，
１可じく各試行における誤差率の標準偏差を、１，OOOlJilの試行全体を通して平均すると192.802、その標準偏差は
58.406となることを示す。
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場合、誤差の平均値の1,000[Lllにわたる試行全休の平均値は、実験１では０１６１か
ら０２６２の範|ﾉﾄﾞ|、実験２では－０２６６から－０．０９４の範囲であるのに対し、ケース４
の場合、実験１では－２５６１、実験２では－１，９９２と、その絶対値は有意に大きく
なっている。
一方で、誤差率は、ケース１からケース３の場合と、ケース４の場合を比較しても有
意な差は見られない。
実験１と実験２の比較：注、すべきは、実験２において各試行における誤差率の平均値の
１０００にわたる平均値と標準偏差について、平均値の絶対値は劇的に減少し、さらに
標準偏差も減少している点である。
一方で、誤差については、こうした若干の傾向は見られるものの、その変化の傾向は
誤差率のそれに比べ必ずしも明確ではない。
実験１と実験1Ｅ、実験２と実験2Ｅの比較：誤差、および誤差率のいずれにおいても、各
試行における平均値の、１，０００|｢!'の試行全体にわたる平均値の絶対薑値は有意に小さく
なっており、補完の精度が明らかに向上していることが読み取れる。
一方で、各試行における平均値の、1,0001111の試行全体にわたる標準偏差には明確な
傾向は現れていない。
誤差と誤差率の比較：注目すべきは次の二点であろう。
まず、誤差率は実験1(E)および実験2(E)のいずれのケースにおいても、有意に負値
となっているが、誤差の絶対鐘値が有意に正値となるのは実験２のケース４の場合に限
られる、という点である。
つぎに、誤差あるいは誤差率の絶対値が有意に正価となる場合には、すべての場合に
おいて、誤差あるいは誤差率が有意に負値となっている点である。これは事業所の従
業者数規模の分布が、多数の小規模事業所と、ごく少数の大規模事業所という、事業
所規模の形状の特殊性によるものと考えられる。
実験結果のまとめ：以上の結果をまとめると、注Ｈすべきは以下の三点であろう。
第一点目は、実験１と実験1Ｅ、あるいは実験２と実験2Ｅを各々比較することによ
り、従業員規模に関する情報の追加が補完の精度に大きく貢献する点が明らかとな
る。これは、調査項１Jとして従業者数における欠損値が多発する場合であっても、そ
の階層に関する情報があれば、補完の精度を向上させることが可能であることを示唆
している。この点は、誤差および誤差率のいずれについても当てはまる。
第二点目は、実験１と実験2、あるいは実験ｌＥと実験2Ｅを各々比較することによ
り、事業所に関する情報だけでなく、当該事業所が属する企業の売上高階層などの情
報の追加が、やはり補完の制度の向上に貢献することが明らかとなる。この点は、と
くに誤差率について当てはまる。
第三点目は、ケース１からケース３までの結果とケース４の結果を比較することによ
り、欠損値の発生確率が事業所の産業や規模に依存して変化する場合には、それが一
様である場合に比べ、補完の精度が悪くなる、という点が明らかとなる。この点は、
とくに誤差に当てはまる。欠損値の発生状況が、調奇対象の｛|iFl体属性により変化する
ことは一般的に広く経験されるのは周知の通りである。従って、「ドナーの候ﾈili集合」
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を限られた情報により設定し補完を行った場合に十分な精度が確保できない恐れが
ある。こうした場合、上記の第一点目や第二点｢Iの結果は、ある特定の調査項｢|の数
値に欠損が生じている場合であっても、当該項１１に関する階層の情報を追加したり、
個体が属するグループに関する追加的情報により「ドナーの候補集合」を設定するこ
とが、補完の精度を向上させるよい決め手となることを示していると言えよう。
なお、参考までに表10、表１２には各々、実験1Ｅ、実験2Ｅにおけるﾈ'１１完の精度に関す
る結果を産業大分類別に示した。さらに、表１１，表１３には各々、実験1E、実験2Ｅにお
ける補完のドナーとして選ばれた事業所までの地理的距離の状況を産業大分類別に示して
ある。
表10、表１２の補完の精度には、産業大分類の違いによる大きな差異は見られないが、表
11,表１３の補完のドナーとして選ばれた事業所までの地理的距離の状況には、産業大分
類の違いによる差異が明らかに見られる。しかし、この違いは、クラスターを形成すると
いった産業立地の特性だけでなく、標本サイズの違いにも依存しているようにも見えるこ
とから、さらなる分析が必要である。
６おわりに
本稿ではフィンランドの2002年ビジネスレジスターのデータセットを用い、ＮＩＭによ
る補完の実験を行った。ＮＩＭによる補完の基本は、基本的にある特定の項｢|について欠損
値が生じている個体と共通の属性を持つ別の個体集合「ドナーの候ﾈﾙ集合」を得て、その
集合の中から、欠損値が生じている当該個体と地理的に最近接している個体を選び、その
最近接している個体の値を用いるという点である。本稿では、この「ドナーの候補集合」
の設定において、補完の精度が追加的な情報により向上することを示すことができた。こ
こで言う、追加的な情報とは大別して次の二点である。
第一点|=|は、欠損値が生じている項'二|の数値情報に棒えて、当該数値が属する階層に関
する情報である。本稿で確認できたように、従業者数に欠損値があっても、これに替えて
従業者数階層の情報が得られるのであれば、補完の精度が飛躍的に向上することが明らか
にされた。この点は、調査実施についても次に述べる重要な示唆を与えている。すなわち、
数値を記入してもらう調査項｢|だけでなく、当該数値が属する階層を選択して答えてもら
う形式の調査項目を併用することにより、前者のについて欠損が生じても、後者の情報が
得られない場合に比べ、より高い精度の補完が可能となる点である。
第二点目、欠損が生じたIIil体が属するグループに関する情報である。本稿では、事業所
の従業省数について欠損が生じた場合、当該の欠損事業所の産業分類に加え、当該の欠損
事業所が属する企業の売上高階層の情報を付加して「ドナーの候ﾈili集合」を設定すること
により、この売上高階層の情報を用いない場合に比べ、補完の精度がより向上することが
確認できた。
本稿では、ビジネスレジスターの薑事業所に関する調査項｢|である従業者数についての欠
損値のﾈili完の精度を検証してきたが、同様の議論は、事業所に関する調査項'三|に限らず、た
とえばある企業に雇用される従業者に関する属性の欠損111〔の補完についても|にil様に当ては
まるであろう。
以上の点を実際に施すには、調査全体の設計を考慮することが必要である。経験が示す
ところによれば、欠損値が生じ易い数値項[｣にはある一定の傾向があることから、そうし
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た傾向を持つ数値項目を調査票に祷り込む場合、当該数値項||の補完の精度を確保するに
足りるであろう、追加的な'情報も得られるような調脊の設計が要請されることを、本稿の
実験結果は示していると言えよう。
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表１０:実験1Ｅ：地理的近接の同一産業大分類事業所による補完誤差(率)の記述統計
|可一産業に属す、地理的Ｍ１雛が近い－事業所による補完
誤差誤差率
産業統計量平均標準偏差平均標YiE偏差
標本サイズ、５５８１０６75.1546430７８９
Total平均価０２９２０５０５－３８８２０４３７
標準偏差107.7324.74393.12134.230
標本サイズ1707.7３４．５１６８８７３４３
Ａ平均Ii1I－０３６０２０５２-2.170Ｌ189
標準偏差７２３５５２４８８３24.36227.419
標本サイズ，120.1９．３１１８６g２
Ｂ平均値－００３８0.195－１３９３０４９７
標準偏差Ｌ809０２７４4.5042.168
標本サイズ、233.1１２８228.7１２６
Ｃ平均値－０１８１0.843－２２４６１３５２
標準偏差9-615６９２８lL13516.943
標本サイズ、3075.5４８．４3050.8４８３
，平均値0-312２０５０－１８１１0.592
標準偏差１０６０３３30.53319.573２３０３８
標本サイズ、１０９９９．８９０７９．１
Ｅ平均価Ｌ543１７０２５-5.807４００６
標準偏差138-960１０６７６７３０６５１２３」７６
標本サイズ、74362６９０7423.8６９０
Ｆ平均値－００７９０２６９－１３０５0.088
標準偏差２１２５８,9355.698３０３７
標本サイズ、12967.7８３２１２５７０１８２Ｏ
Ｇ平均値０１９５0.936－５５６８１０６９
標準偏差96.9088.95598.36460.415
標本サイズ、2784.9４３７27692４３６
Ⅱ平均111［2.6615.155-18.2254.326
標準偏差245.41010405209.978７８３６７
標本サイズ59826６０１5952.1６０．１
１平均ｲilI［０１１３2.358－５０６５２０３７
標準偏差166.54314.305131036８８４１６
標本サイズ、６０Ｕ８２１．５445.1１９２
Ｊ平均値4.69517.509-11.49215.616
標準偏差404.535６Ｌ937144.422300.804
標本サイズ、11747480.711314.3８０２
Ｋ平均値０１４０0.402-1.710０２７９
標準偏差４０２０６7.849１８６５９２１８２８
標本サイズ、４．５Ｌ９３６Ｌ７
Ｌ平均値-0782４３９４７-1.4173.883
標準偏差37.969７３２０９３－０７６5.607
標本サイズ、４７４８１８３463.8１８．１
Ｍ平均値0.272４０７２-2.5131.323
標準偏差71.753４２２８７１６６０６17.669
標本サイズ、３８９０１51.03880.5５０．９
Ｎ平均値００５２0.342－１９３９0.374
標準偏差１９８２３Ｌ966２Ｌ572９６５１
標本サイズ4673.1５７．７46410５７６
０平均値0２０９０７６１-1.778０８１３
標準偏差４６９４５１０．０９４42.55337.479
標本サイズ、２Ｊ１．４２１Ｌ４
Ｘ平均値0０２８0.328-0.3080.845
標準偏差0.2680.26206260.843
注)産業分類，'Ｐ，,,'，Ｑ，'の事業所は件数ゼロなので表示を省略。
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558106
0292
10 .73
75 1
0.505
.743
本サイズ、
平均I 1I
１７０７．７
－０．３６
７２．３５５
３４．５
2.052
24.883
サイズ
平均値
偏差
1２０．１
－０．０３８
１．８０
９．３
０．１９５
０．２７４
本サイズ、
平均値
２３３．１
－０１８１
９．６１５
12.8
0.843
6.928
サイズ、
平均値
3075.
０．３１２
１０６．０３３
４８ ４
２．０５０
３０．５３３
本サイズ、
平均価
１０９．９
Ｌ５４３
Ｉ３８９６０
９．８
１７０２５
１０６．７ ７
イス
平均値
偏差
７４３６．２
－０． ７９
１．２５
６９．０
０．２６９
９９３５
平均値
12967.7
０．１９５
９６．９０８
３．２
０．９３６
８．９５５
イズ
平均lh
２７８４．９
２．６６１
２４５．４１０
３．７
５．１５５
１０．４０５
サイズ゛
平均１１{［
５９８２．６
０．１１
１６６．５４３
６０．１
2.35
14.30
本サイズ｝
平均値
差
６ ０８
４．６９５
４０４．５３５
２１．５
１７．５０９
６１．９３７
サイス,
平均値
1 747.4
０１４０
４ ２０６
８０．７
０．４０２
７．８４９
本サイズ、
平均値
４．５
－０．７８２
37.96
1.9
43.947
73.209
本サイス、
平均値
４ ４８
0.272
1.753
１８．３
4072
42.287
サイズ、
平均値
偏差
3890.1
００５２
１９．８２
５１．０
０．３４２
１９６６
イズ
平均値
46 3.1
．２０９
４６９４５
５７．７
０７６１
１０．０９４
本サイズ、
平均値
差
2.1
0.028
0.268
１．４
０．３２８
０．２６２
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表１１:実験1Ｅ：地理的近接のl1fl-産業大分類ドナー事業所までの「距離」の記述統計
|司一産業に属す、地理的距離が近い－事業所による補完
産業分類統計量平均標準(iii兼最小Iii1i最大ｌｉｌｉ
標本サイズ、558112７５１5559156020
Total平均ll1I973.63２０３４920.131036.58
標準偏差４４０３５４271.163610.10５２８０８３
標本サイズ、17078３４．５１６１０１８２７
Ａ平均値２５５１２７８５２９２３３Ｌ4５2888.98
標準偏差3399.10314932807.97４６０９５１
標本サイズ、１２０５９３９５１５１
Ｂ平均値10374」４１３１３８０６７８９２６1508096
標準偏差14229.353023.867900.532677237
標本サイズ、２３３２１２８１９０２８２
Ｃ平均値7563.69625.605917.8510004.53
標準偏差９３２８９１2199.3659340117998.18
標本サイズ、3075.5４８．４２９２９３２３９
，平均値956Ｊ１６２７５752.601199.25
標準偏差３５１６７２774.792089.76６３０７３３
標本サイズ109.9９．８７９１４０
Ｅ平均値5522.31８９Ｌ８７２８３Ｌ９４９０４６００
標準偏差8509.412144.774395.7521224.56
標本サイズ、74362６９．０７１２６７６５１
Ｆ平均値１０２９８１４６９８８９２６４１１７１９０
標準偏差３８１８０６６５Ｌ1９２１９５０４５６６７２１
標本サイズ12967.7８３２12684l3202
G平均ｲill〔677.17３８５０560.35804.46
標準偏差４０７３７１574.182856806643.43
標本サイズ、2784.9４３７２６５８２９２０
Ｈ平均値1238」５９７．０５９８８０８１６３２２７
標準偏差4895.15112Ｌ712725.13９４４４４５
標本サイズ、５９８２６６０１５７８０６２３８
１平均値1063.2850.18917.401285.43
標準偏差3625.43654.742340995919.61
標本サイズ、600.8２１．５５３２６６８
Ｊ平均値1426.17２００９６９１Ｌ5０2272.39
標準偏差471Ｌ7５1271212455.471122386
標本サイズ、11747.4８０７1148812032
Ｋ平均Iｉｌｉ643.27４５」４534.83８２２１２
標準偏差4619.63650Ｊ12814.78７５２６８４
標本サイズ、４６１．９O１２
Ｌ平均値199553934315070.0030427035
標準偏差35897.6653731.06000200891.67
標本サイズ、４７４８１８３４２１５３９
Ｍ平均値2874.41３８６８７１８４９９４4367.43
標準偏差７９５８９７1605374353.5914278.70
標本サイズ、３８９０１５１０３７３５４０６４
Ｎ平均値848.80６１２２688.01１１２６９７
標準偏差３９１５７４884252430.187137.77
標本サイズ，４６７３１５７．７４５２５４８６６
０平均111［824.8050.96６８４６８1033.00
標準偏差３４０３３４６９５．０４２１９９５７6355.84
標本サイズ、２．１１．４O８
Ｘ平均値54465.1937191.18000226313.11
標準偏差25432.9126395.760.009893023
注)産業分類，'Ｐ",，，Ｑ'，のり:「業所は件数ゼロなので表示を省略。
サイズ,
均ll1I
本サイズ’
平均値
本サイズ、
平均値
偏差
本サイズ、
平均値
差
イズ
平均値
本サイズ、
平均値
偏差
サイズ
平均値
サイズ、
平均価
サイズ
平均値
本サイズ、
平均値
本サイズ､
平均値
差
サイズ、
平均価
本サイズ、
平均値
偏差
本サイズ
平均値
驚
本サイズ、
平均値
サイス
平均価
本サイズ、
平均値
差
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表１２： 実験2Ｅ：地理的近接のliil-産業大分類事業所による補完誤差(率)の記述統計
|可一産業。企業の同一売上階層に属す、地王ll1的距離が近い－事業所によるﾈ｢|i完
誤差誤差率
産業統計量平均標準偏篭平均
標本サイズ、55648-173.1544969
Total平均値－０１３３０３３５－０．６７９
標準偏差７５．４１５５４３８１６０４１
標本サイズ、1697.8３４４16803
Ａ平均値0.1541682－０７２５
標準Ⅲiii差６２２６５２３６２７10.445
標本サイズ119.7９．０１１８２
Ｂ平均値－００３４０１２９－０３４１
標準偏差Ｌ193０２７４１２５７
標本サイズ、231.5１３０２２７０
○平均値－０２４１0.640－０５５２
標準lTii差８０４７2.9442.684
標本サイズ、3065.6４９．９3041.5
,平均lｉｌｉ－０４７５Ｌ996－０６４０
標準偏差１０３４６９３０２５４11.377
標本サイズ、１０８５９．４８９５
Ｅ平均値－１３６３１７２６３-2.632
標準偏差１２２３４０１０８３５６17.791
標本サイズ74372６８８74253
Ｆ平均11'［－０１２９０２３２－０３３２
標準偏差１７２９０8.293Ｌ951
標本サイズ、12924.9８５．３1253Ｌ３
Ｇ平均値－０２３６０７３９－０．７４５
標準偏差77.655９８５１４２５８
標本サイズ、2732.2４５．３2720.3
Ｈ平均lｉｌｉ－１．０７１１２２４－０５９４
標準偏差57.6888.5214.944
標本サイズ、５９８０９６０５5950.9
１平均値0.3231408-0551
標準偏差１０１２８３16.7777.929
標本サイズ、601.1２２８445.4
Ｊ平均値5.15117.373-12233
標準偏差405.78160447147.326
標本サイズ、11728.981.5112996
Ｋ平均値－０．１６５0.309－０．６１８
標準偏差２８２３３７６４０3.523
標本サイズ、４．４２０３５
Ｌ平均値３４３４45.341－Ｌ549
標準｛iTii差３８０５６７３８１０３２６４
標本サイズ、472」1８７４６１２
Ｍ平均値－０．６５１1.320－０７６７
標準偏差２４１８２9.309７０１６
標本サイズ、3886.4４９．１３８７６８
Ｎ平均値－０」5４０２４６－０．４７８
標準偏差13.109２４１３３２１５
標本サイズ、4655.4５７９4624.6
０平均ＩＭＴ－０２７２０５６７－０４５６
標準偏差32.781１０９７０2.712
標本サイズ、１．６１．２Ｌ６
Ｘ平均値0.005０２９２－０１５３
標準偏差0.174０２１６０２８５
注)産業分類''P，,,''Ｑ''の事業所は件数ゼロなので表示を脊略。
計量 標準偏差
７６２
０．１１８
２３．１２３
３４．２
０．３１９
8.486
９．０
０．１２３
０．２１５
１２．９
O２４４
Ｌ７４８
４９．６
０．３５５
１７２５１
８．７
2.790
２１．１５９
６８．７
０．０３８
1.688
８４．１
００３９
０．７７３
４５３
０．０９９
１８５５
６０．３
０．１１７
４６１５
１９７
１４２７７
２６３．５３２
７９．９
O０３６
Ｌ３２７
Ｌ８
４．１２４
５．７１５
１８．４
０４８７
６６６７
４９．０
０．０５３
０．７２４
５７６
0.044
0.838
１．２
０．５５２
０．４５８
ズ｝
平均値
5５６４８．１
－０．１ ３
７５．４１５
73.1
0.335
5.438
サイズ、
平均値
偏差
1697.8
０．１５４
６２．２ ５
３４．４
１６８２
２３６２７
本サイズ、
平均値
偏差
１１９．７
－０．０３４
１．１９３
２３１．５
－０．２４１
８．０４７
９．０
０．１２９
０．２７４
１３．
０．６４０
２．９４４
本サイズ、
平均値
偏差
平均価
３０６５．６
－０４７
１０３．４６９
４ ．９
１．９９６
３０．２５４
本サイズ、
平均値
０８５
－１．３６３
１２２．３４０
９．４
17.263
[０８．３５６
本サイズ｝
平均in
差
７４３７．２
－０．１２
１７．２９０
６８．８
０． ３２
８．２０３
ズ、
平均値
差
1２９２４９
－０．２３６
77.655
85.3
0.739
9851
平均ｌｉｌｉ
２７３２．２
－１．０ １
５７．６８８
４５．３
１２２４
８．５２１
サイズ、
平均値
５９８０．９
０．３２３
１０１．２８３
６０．５
１４０８
１６．７７７
サイズ、
平均値
６０１．１
５．１５１
４０５．７８１
22.8
17.373
60447
ス
平均値
差
117 8.9
-0.165
８．２３３
８１．５
０．３０９
７６４０
本サイズ、
平均値
偏差
４－
３．４３４
３８０５６
2.0
45.341
73.810
本サイズ、
平均値
差
４７２．１
－０．６５１
２４．１８２
1８．７
１．３２０
９．３０９
平均値
差
３８８６．４
－０．１５４
１３．１０９
４９．１
０．２４６
２．４１
サイズ、
平均価
４６５５．４
－０２７２
３２．７８１
５７．９
0.567
10.970
本サイズ｝
平均値
偏差
．６
０．００５
０．１７４
１ ２
０２９２
０．２１６
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表１３:実験2Ｅ：地理的近接の同一産業大分類ドナー事業所までの「距離」の記述統計
|可一産業。企業の|可一売上階屑に属す、地Ｈ１的距離が近い－事業所によるﾈili完
産業分類統計量平均標準偏差最小値
標本サイズ、55664.5７３１55441
Ibtal平均値２２４４３６32.54２１３６２６
標準偏差7576.30305.876637.34
標本サイズ、1700.4344１５９２
Ａ平均値７６６２８９２７５２２6896.61
標準偏差1043310１２６３２４7606.35
標本サイズ120.4９．１９３
Ｂ平均値2680234397Ｌ4118949.24
標準偏差36197.599740401977004
標本サイズ233.3１３．１l８９
Ｃ平均値22544891876011759731
標準偏差27934465375.731486216
標本サイズ、30662４９９２９０８
，平均値２１３９２６１００８９１８２３１５
標準偏差5576.98９２８０１３８０８２５
標本サイズ、１０９６９．５７６
Ｅ平均値23199822984.221476707
標準偏差29309676886.431607320
標本サイズ、74382６８８７２２１
Ｆ平均値2106.7164.71１９１００１
標準偏差５４１３３１４７４２７４１４８３９
標本サイズ、129260８５２l2676
G平均１１１［１３０３９２42.10１１６７８７
標準偏差４７９０５７３８３２６３７９９４１
標本サイズ、２７３３１４５３２５６０
Ⅱ平均値３６１２０６186.50３１０９３８
標準偏差９３７７５３８７６５７7320-66
標本サイズ、５９８２１６０５５７７３
１平均値2461.2６８８３９2231.38
標準偏差6559.49８０８７６４８０６２５
標本サイズ、601.1２２．８５３７
Ｊ平均値１８０５８９430.84９３５０９
標準偏差9317.78４８２４２０2757.50
標本サイズ、11729.2８１．５11454
Ｋ平均１１１【113Ｌ9９４８２１１００９３７
標準偏差５２６５２１523.66３９５８８０
標本サイズ、４．５２．０Ｏ
Ｌ平均Ii1［206103136627.43０００
標準偏差36166.445445267０００
標本サイズ、４７４３１８．８４２４
Ｍ平均値9798.29９４００８6467.50
標準侃差21020.712837351348094
標本サイズ、3887.649.1３７２９
Ｎ平均１Ｍ［２１７８３３123.121811.39
標準偏差7221.01722.835503.51
標本サイズ、4657.1５８０４４７４
０平均値203Ｌ7４１０８２６１７５８７０
標準偏差７３８０７１７１２０５５６５３６５
標本サイズ１．６１２O
Ｘ平均値673100947207.93０．００
標準偏差201603326306.51０．００
注)産業分類，，Ｐ，，,'，Ｑ”の事業所は件数ゼロなので表示を省略。
岐大ｲIiII
55933
2359.86
9272.91
１８３５
8695.54
18527.13
１５３
46349.35
9036182
２７６
28894.54
47991.77
３２１６
２６０９．１０
９３０８４６
１４１
３６８１６．４１
7433706
７６７０
２３１４．００
７２７６６６
13204
1422.28
６０６５．３３
２８９４
４３３１．５８
１５５８４９２
６１４９
２８５３．０４
１２８８８．８１
６７３
3771.55
２９０４４３９
11994
１３７８．５１
６９０１３４
11
304270.35
200925.23
５２８
１３０３４１８
３３２６５．９０
４０６５
2675.58
9889.72
４８３５
2424.38
１２００９．９５
6
270019.21
145650.04
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